
   下妻市姉妹都市交流事業補助金交付要綱 

 （趣旨） 

第１条 この要綱は、市が提携する姉妹都市との友好関係を深め、姉妹都市相互の発展に

資するため、市民等で構成される団体が姉妹都市で実施する親善及び交流を目的とする

事業（以下「交流事業」という。）に対し、予算の範囲内において補助金を交付すること

について、下妻市補助金等交付規則（昭和５１年下妻市規則第１７号）に定めるものの

ほか、必要な事項を定めるものとする。 

 （定義） 

第２条 この要綱において「姉妹都市」とは、福井県あわら市をいう。 

 （補助対象団体） 

第３条 補助金の交付の対象となる団体は、市内に在住し、又は在勤し、若しくは在学す

る小学生以上の者で構成される団体で、次に掲げる要件のいずれにも該当するものとす

る。 

(1) 交流事業への参加者が５人以上であること。 

(2) 活動実績を有し、かつ、継続的な活動が見込まれること。 

(3) 政治活動又は宗教活動を目的とする団体でないこと。 

 （補助対象事業） 

第４条 補助金の交付の対象となる事業は、姉妹都市の団体等との文化、産業、福祉、教

育、スポーツ等の分野における交流事業とする。ただし、次に掲げる事業は、補助金の

交付の対象としない。 

(1) 営利を目的とする事業 

(2) 政治活動又は宗教活動を行うことを目的とする事業 

(3) 前２号に掲げるもののほか、補助金を交付することが不適当であると市長が認める

事業 

 （補助対象経費等） 

第５条 補助金の交付の対象となる経費（以下「補助対象経費」という。）及び補助金の額

は、別表に定めるとおりとする。ただし、補助金の額に１，０００円未満の端数がある

ときは、これを切り捨てるものとする。 

２ 補助金の交付回数は、同一年度内において、同一団体につき、１回に限るものとする。 

 （補助金の交付申請） 



第６条 補助金の交付を受けようとする団体の代表者（以下「申請者」という。）は、交流

事業を実施する予定日の３０日前までに、姉妹都市交流事業補助金交付申請書（様式第

１号）に次に掲げる書類を添えて、市長に提出しなければならない。 

(1) 事業計画書 

(2) 収支予算書 

(3) 団体の構成員名簿 

(4) 予定参加者名簿 

(5) 前各号に掲げるもののほか、市長が必要と認める書類 

 （補助金の交付決定等） 

第７条 市長は、前条の規定による申請を受けた場合は、その内容を審査し、補助金の交

付を決定したときは姉妹都市交流事業補助金交付決定通知書（様式第２号）により、補

助金の不交付を決定したときは姉妹都市交流事業補助金不交付決定通知書（様式第３号）

により、申請者に通知するものとする。 

２ 市長は、必要があると認めるときは、補助金の交付に関し条件を付すことができる。 

 （補助事業の変更等） 

第８条 前条の規定により補助金の交付の決定を受けた者（以下「補助事業者」という。）

は、当該決定に係る補助事業の内容を変更し、又は事業を中止しようとするときは、速

やかに姉妹都市交流事業補助金変更承認申請書（様式第４号）を市長に提出し、その承

認を受けなければならない。この場合において、交付決定金額を増額することはできな

い。 

２ 市長は、前項の規定による申請に基づき、補助金交付決定額又は事業計画の変更の可

否を決定したときは、姉妹都市交流事業補助金変更承認（不承認）通知書（様式第５号）

により、当該申請をした補助事業者に通知するものとする。 

 （補助金の実績報告） 

第９条 補助事業者は、第７条第１項の規定により交付の決定を受けた補助金（前条第２

項の規定により変更の承認を受けた場合を含む。）に係る事業が完了したときは、事業が

完了した日から起算して３０日を経過した日又は当該補助金の交付の決定を受けた年度

の３月３１日のいずれか早い日までに、姉妹都市交流事業補助金実績報告書（様式第６

号。以下「実績報告書」という。）に次に掲げる書類を添えて、市長に提出しなければな

らない。 



(1) 事業報告書 

(2) 収支決算書 

(3) 補助対象経費の領収書又は支払を証する書類の写し 

(4) 参加者名簿 

(5) 交流事業の活動状況を撮影したカラー写真 

(6) 前各号に掲げるもののほか、市長が必要と認める書類 

 （補助金の交付額の確定） 

第１０条 市長は、前条の規定により実績報告書の提出があった場合は、その内容を審査

し、補助金を交付することが適当と認めるときは、交付すべき補助金の額を確定し、姉

妹都市交流事業補助金確定通知書（様式第７号）により、当該実績報告書を提出した補

助事業者に通知するものとする。 

 （補助金の請求） 

第１１条 前条の規定による通知を受けた補助事業者は、補助金の交付を請求しようとす

るときは、姉妹都市交流事業補助金交付請求書（様式第８号）を市長に提出しなければ

ならない。 

 （補助金の交付） 

第１２条 市長は、前条の規定による請求を受けた場合は、速やかに補助金を交付するも

のとする。 

 （補助金の交付決定の取消し） 

第１３条 市長は、補助事業者が次の各号のいずれかに該当すると認めるときは、補助金

の交付の決定の全部又は一部を取り消すことができる。 

(1) 偽りその他不正の手段により補助金の交付を受けたとき。 

(2) 補助金の交付の決定の内容及びこれに付した条件に違反したとき。 

(3) 前２号に掲げるもののほか、市長の指示に従わなかったとき。 

２ 市長は、補助金の交付の決定を取り消したときは、姉妹都市交流事業補助金交付決定

取消通知書（様式第９号）により、補助事業者に通知するものとする。 

 （補則） 

第１４条 この要綱に定めるもののほか、補助金の交付について必要な事項は、市長が別

に定める。 

付 則 



この告示は、平成２８年７月１日から施行する。 

別表（第５条関係） 

補助対象経費区分 補助対象経費の内容 補助金の額 

宿泊料 ・姉妹都市内に立地する宿泊施設での

宿泊に伴う費用（未就学児童に係る

ものは除く。） 

１人当たり１泊５千円（２

泊を限度とする。） 

交通費 ・通常の経路で姉妹都市を往復する場

合の船賃、鉄道賃、航空賃等の合計

額 

補助対象経費の３／１０

以内の額。ただし、１人当

たり１万円を限度とする。 

車両借上料 ・バス等の借上料、高速料金、駐車料

金、ガソリン代等の合計額 

補助対象経費の１／２以

内の額。ただし、１０万円

を限度とする。 

交流事業費 ・交流事業に係る物品の購入費、運搬

費、会場借上料、講師謝礼等の合計

額（飲食代は除く。） 

補助対象経費の１／２以

内の額。ただし、５万円を

限度とする。 

  ※交通費と車両借上料は、いずれかを選択すること。 


